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【表紙】 
 

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年７月８日 

【事業年度】 第14期（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

【会社名】 三井化学株式会社 

【英訳名】 Mitsui Chemicals,Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田中 稔一 

【本店の所在の場所】 東京都港区東新橋一丁目５番２号 

【電話番号】 03(6253)2225 

【事務連絡者氏名】 総務部  西岡 敦 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区東新橋一丁目５番２号 

【電話番号】 03(6253)2187 

【事務連絡者氏名】 経理部 財務グループリーダー  伊東 義人 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
 平成23年６月24日に提出いたしました第14期（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）有価証券報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出

するものであります。 

 

２【訂正事項】 
第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

３ 配当政策 

 

３【訂正箇所】 
 訂正箇所は   を付して表示しております。 
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第一部【企業情報】 

第４【提出会社の状況】 
３【配当政策】 

  （訂正前） 

 当社は、事業の成長・拡大による企業価値の向上を最重点課題として認識するとともに、株主の皆様への利益

還元を経営上の重要課題と位置付けております。 

 利益の配分につきましては、株主の皆様への利益還元及び今後の成長・拡大戦略に備えた内部留保の充実等を

総合的に勘案いたします。 

 配当につきましては、連結配当性向及び連結自己資本配当率（ＤＯＥ）を勘案し、中長期的な視点で連結業績

に応じた利益還元及び安定的な配当の継続に努めてまいります。具体的には、連結配当性向25％以上、かつ、Ｄ

ＯＥ２％以上を目標とする方針としております。 

 内部留保につきましては、更なる成長・拡大加速及び目指すべき事業ポートフォリオの実現加速のための積極

的な投融資、革新的な新技術創出のための研究開発等に充当し、業績の向上を図ってまいります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当期の配当は、１株当たり６円（うち中間配当３円）を実施することを決定いたしました。 

 また、当社は、「毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、取締役会の決

議により中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 当期に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成23年６月24日 
定時株主総会決議 

3,005 3.00 

 

  （訂正後） 

 当社は、事業の成長・拡大による企業価値の向上を最重点課題として認識するとともに、株主の皆様への利益

還元を経営上の重要課題と位置付けております。 

 利益の配分につきましては、株主の皆様への利益還元及び今後の成長・拡大戦略に備えた内部留保の充実等を

総合的に勘案いたします。 

 配当につきましては、連結配当性向及び連結自己資本配当率（ＤＯＥ）を勘案し、中長期的な視点で連結業績

に応じた利益還元及び安定的な配当の継続に努めてまいります。具体的には、連結配当性向25％以上、かつ、Ｄ

ＯＥ２％以上を目標とする方針としております。 

 内部留保につきましては、更なる成長・拡大加速及び目指すべき事業ポートフォリオの実現加速のための積極

的な投融資、革新的な新技術創出のための研究開発等に充当し、業績の向上を図ってまいります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当期の配当は、１株当たり６円（うち中間配当３円）を実施することを決定いたしました。 

 また、当社は、「毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、取締役会の決

議により中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 当期に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成22年11月２日 
取締役会決議 

3,007 3.00 

平成23年６月24日 
定時株主総会決議 

3,005 3.00 

 




